
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
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１ 条例の概要 

  「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下

「マイナンバー法」という。）」で定められている事務に加え、県が独自に行う事務（以

下「独自利用事務」という。）を規定することで、マイナンバーを利用した個人情報の照

会や提供を可能とする条例。 

令和２年度から「専攻科の生徒への修学支援」制度を創設し「奨学のための給付金」

制度に専攻科が対象として追加したが、現行条例には、当該事務は条例に定めがなく、

専攻科の生徒の保護者等から課税証明書等を徴しているところ。 

 

２ 改正内容 

  高等学校等専攻科の生徒への修学支援に関する事務を追加及び、既に独自利用事務

として定めている奨学のための給付金に関する事務の対象に高等学校等専攻科に在学

する生徒の保護者等を追加する。 

 

３ 改正の効果 

高等学校等専攻科に在籍する生徒の保護者等について、申請時における課税証明書

等の添付を省略し、個人番号が記載された申請書等を取り扱うことができるようにす

ることで、保護者等の利便性の向上が図れる。 

 

４ 施行期日 

  令和３年７月１日 


